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（課題）に以下の項目を追加 

〇さらに東京の西部から南部を流れる多摩川においても破堤氾濫が発生した場

合、壊滅的な被害が予想され経済社会活動に甚大な影響を与えることが懸念され

るが、多摩川の治水上の課題として、洪水調節施設が設置されていないことも挙

げられる。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――

5.1.1 の 1) 洪水調節施設の整備の推進 に以下の項目を追加 

〇多摩川の負担軽減のため、東京外かく環状道路（関越～東名）の東名ＪＣＴ（仮

称）から掘進中の本線トンネルを多摩川の支川である野川とその支川である入間

川あるいは多摩川の調節池、および合流式下水道の貯留施設に転用する。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

理由： 

２０１５年の野川流域人口は約８０万人。東京都の野川流域河川整備計画で

は、供用中の調節池を含め野川で約８０万㎥、仙川で約２６万㎥、入間川で約２．

９万㎥の調節池を整備する計画ですが、具体的な場所などは検討中です。また、

野川流域内にある市部の大部分は汚水と雨水を同一の管きょで排除する合流式

下水道で整備されており、野川処理区から発生する汚水が雨天時には下水の一部

が未処理のまま野川に放流されるという問題もあります。 

今年度の関東地方整備局事業評価監視委員会で外環は「事業継続」が了承され

ました。しかし資料を見ると、事業費は２兆３５７５億円で当初の２倍に増加、

費用便益比（Ｂ/Ｃ）は１．０１へ当初の３分の１に低下しました。今回の増加要

因を見ると中央ＪＣＴの地中拡幅部だけで計５３６０億円増加。中央ＪＣＴと同

様に技術的難易度が高いとされる青梅街道ＩＣについてはまだ計上されておら

ず、今後３兆円に達し、Ｂ/Ｃは１を下回る可能性があり、事業継続は困難です。

外環事業で掘進中の本線トンネルは直径１５．８ｍ、北行と南行の２本あり、

東名ＪＣＴ部について１０月１４日７時時点のシールドマシン位置は、北行がＪ

ＣＴから３５２６ｍ、南行がＪＣＴから４４１３ｍとなっています。 

２本のうち１本は野川とその支川である入間川の調節池に、１本は合流式下水

道の貯留施設にすることが考えられます。野川沿いには小田急電鉄の電車基地も

あります。万一野川が氾濫すると小田急沿線全体にも影響する恐れがあります。
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野川や入間川との接続設備や、強度が不足する場合は追加工事が必要になるかも

しれませんが、地中拡幅部は不要ですから外環よりは事業費が抑えられそうで

す。また、貯留量に余裕があり、東名高速道路の地下で多摩川と接続することが

できるなら、トンネルのうち１本は多摩川の調節池にすることも考えられます。

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

６ おわりに に以下の項目を追加 

〇このためには、気候変動の緩和策が第一、そして水害を未然に防ぐことを優先

すべきであり、これまでの施策を分野横断的に見直す必要がある。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

理由： 

自動車から排出される二酸化炭素（ＣＯ２）、窒素化合物（ＮＯＸ）、浮遊粒

子状物質（ＳＰＭ）の量は、自動車の走行速度が高まるにつれ減少する傾向があ

るとされ、環状道路の整備によって交通の流れがスムーズになり走行速度が向上

するとともに、走行量が削減されれば、排出ガスの大幅な削減が期待でき、大気

環境が改善されると言われてきました１）。国土交通省への情報公開請求で入手し

た文書から、近年開通している圏央道や外環千葉区間の状況を申し上げます。 

 

１．圏央道開通後の状況 

【２０１７年２月に圏央道の境古河ＩＣ 

～つくば中央ＩＣが開通】 

 

１－１ 誘発交通で交通量が増大 

開示文書２）によれば、この開通により

関東全域で高速道路を利用して成田空港、

牛久大仏、茨城港へ向かう交通量が増加し

ましたが、大型車の増加はわずかで、大き

く増加したのは小型車でした。また、圏央

道（茨城区間）を走行する車両は周辺一般

道から転換した車両もわずかにあります

が、「その多くは誘発交通によるもの」だ

と分析しています。（図１） 

 

１－２ 救急自動車の所要時間は延伸傾向 

開示文書２）では、医療面での現状整理

も行われています。２０１５年中の救急自

動車による現場到着所要時間は全国平均

で８.６分、病院収容所要時間は、全国平均

で３９.４分となっており、どちらも延伸傾

向にあります（図２）。同じデータで１都

４県（茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県）を見ても同様の傾向です。 

図１ 圏央道茨城区間開通前後の交通量の変化
 
出典：開示文書２）2-105 頁、ETC2.0 データを利用し開通前

2017.1.1-1.31 と開通後 2017.3.1-3.31 を分析。対象路線は圏央

道茨城区間と並行する主要な国道と県道。 

図２ 救急自動車による現場到着所要 

時間及び病院収容所要時間の推移 
 
出典：開示文書２）5-253 頁、元の出典は消防庁「平成２８年版 救
急・救助の現況」2016.12。現場到着所要時間は１１９番通報を受

けてから現場に到着するまでに要した時間、病院収容所要時間は

１１９番通報を受けてから病院に収容するまでに要した時間。 
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１－３ 混雑時旅行速度は低下 

他の開示文書３）でも、２０１０年度末

から２０１５年度末までに圏央道の一部

や中央環状品川線が整備されたにもかか

わらず、関東管内の一般都県道以上の道路

の２０１５年度混雑時旅行速度は、２０１

０年度から関東の全都県で低下していま

す。（図３） 

 

 

２．外環千葉区間開通後の状況 

【２０１８年６月に外環の千葉区間 

（三郷南ＩＣ～高谷ＪＣＴ）が開通】 

 

２－１ 渋滞損失時間の算出方法は不開示 

関東地方整備局は記者発表資料「東京外

かく環状道路（三郷南ＩＣ～高谷ＪＣＴ）

開通後の整備効果」 2019.1.9 および

2019.12.25 の中で、「中央環状内側の首都

高（中央環状含む）の渋滞損失時間が約３

割減少」したと主張しています。しかし作

成元の開示文書４）では渋滞損失時間の算

出方法は首都高方式もＮＥＸＣＯ方式も

不開示です（図４）。担当者に聞いたとこ

ろ「首都高もＮＥＸＣＯも公表してほしく

ないと言っている」とのこと。同じ資料に

ある国土技術総合研究所の数字は「２割

減」となっており、効果に疑問があります。 

 

２－２ 外環埼玉区間の速度が２０％以上低下 

走行速度については、「首都高の中

央環状線の東側区間、および外環道と

中央環状線を結ぶ首都高の速度が向

上している」そうですが、「外環道（埼

玉区間）では全体的な速度は低下傾向

にあり、中には２０％以上低下してい

る区間も見られる」４）とのこと。効

果より影響のほうが大きいようです。

（図５） 

 

図３ 都県別混雑時旅行速度の推移（一般都県道以上）
 
出典：開示文書３）118 頁、関東地方整備局が発注し、２０１５年度

道路交通調査の一般交通量調査の調査結果に基づき関東地域の道路

交通特性を分析したもの。 

図５ 外環千葉区間開通前後の速度（変化率）
出典：開示文書４）2-93 頁

図４ 渋滞損失時間の算出方法
出典：開示文書４）2-107 頁
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２－３ 外環埼玉区間などの交通量

が増加 

交通量についても「外環道（埼玉区

間）では１割以上、外環道と圏央道を

結ぶ放射道路では５％以上の交通量

が増加している」「京葉道路・東関東

道の交通量が１割前後増加している」

４）と書かれています。やはり影響の

ほうが大きく見えます。（図６） 

 

２－４ 大型車は外環埼玉区間で２

割以上増加 

このうちの大型車についても、「外

環道では２割以上、外環道と圏央道を

結ぶ放射道路では５％以上の交通量

が増加している」「京葉道路・東関東

道の交通量が５％前後増加している」

４）そうですが、中央環状線や都心環

状線については記述がなく、図を見て

もほとんど変化が無かったことが分

かります。（図７） 

 

２－５ 鉄道からクルマに手段変更 

開示文書５）によれば、外環千葉区

間開通に伴い、普段の外出における主

な交通手段を変更した人のうち「鉄道

からクルマに変更した方が４６％と

最も多い」ということです。 

以前外環埼玉区間開通後の状況を

調べたところ、日常的に利用する交通

手段（通勤・通学）は徒歩・鉄道・電

車・バスが減少し自家用車が増加して

いました（図８）。詳細データが入手

できる川口市・浦和市（現さいたま市）

を調べてみると、川口～浦和・草加、

浦和～川口・戸田など外環に沿った市

への車移動が増加していました。誘発

交通の一種である「手段変更」と「目

的地変更」が起こっているようです。 

 

図６ 外環千葉区間開通前後の交通量

全車全日（変化率）
出典：開示文書４）2-7 頁

図７ 外環千葉区間開通前後の交通量

大型車全日（変化率）
出典：開示文書４）2-23 頁

図８ 外環埼玉区間開通前後の交通手段変化
出典：江崎美枝子「外環埼玉区間の現状」第２２回ＰＩ外環

沿線会議資料 2006.11.16、江崎美枝子＋喜多見ポンポコ会議

『公共事業と市民参加』2007.6、学芸出版社。元の出典は総

務省統計局『国勢調査報告』。「常住地による１５歳以上自

宅外就業者・通学者数」の９区分（１９９０年は１０区分）

で、外環沿線の三郷市・八潮市・草加市・川口市・浦和市・

戸田市・和光市を合計。和光ＩＣ～三郷ＪＣＴは１９９２年

開通。 
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国土交通省は道路分野における地球温暖化対策を推進するため環状道路整備

等の交通流対策を推進すると言っていますが、逆行していることになります。 

 

最後に、入手した開示文書の中から、１都４県における物流活動の状況を申し

上げます。開示文書２）では、物資輸送の変化を把握・分析しています（図９）。

貨物量①②でみると発生・集中ともに概ねどの地域も減少、トラック台数ベース

③④でも減少しており、特に圏央道沿線以外の東京都は激減しています。東京都

市圏から発生する貨物をトンベースでみると、工場と物流施設で全体の９割弱を

占めていますが、これら施設から発生するトラック台数⑤⑥も同様に減少してい

ます。トラック以外の輸送手段も含む全機関の流動量は埼玉県、千葉県、東京都

において２０１０年から２０１５年にかけて増加していることから、首都圏に着

地をもつ物資流動ではトラックの分担率が近年減っていることを意味している

ということです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 物流活動の経年変化  出典：開示文書２）3-207～3-213 頁、元の出典は東京都市圏物資流動調査 

 

国民・都民の命と暮らしを守り、首都「東京」を守り、そして厳しい国際都市

間競争にも対応できる対策は何なのか、事実やデータを直視し、早急に政策の精

査と見直しが必要です。 
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１） 国土交通省関東地方整備局・東京都都市整備局「東京外かく環状道路（関

越道～東名高速）これまでの検討の総括」2005.9 

２） オリエンタルコンサルタンツ「平成２９年度首都圏３環状道路整備効果検

討・検証業務 報告書」2018.6 

３） 社会システム「Ｈ２８関東管内道路交通調査分析検討業務 報告書」2017.3

４） オリエンタルコンサルタンツ・計量計画研究所設計共同体「平成３０年度 首

都圏環状道路整備効果検討・検証業務 報告書」2019.3 

５）長大「Ｈ３０首都国道管内交通調査分析検討業務 報告書」2019.3 

 

上記のうち開示文書２～５についてはウェブサイト 

（http://p-report.jpn.org/g41_dataup00.html）に掲載しています。 

 


